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	真の分権型社会の実現による都市自治の確立等
	また、国はあらかじめ十分な時間的余裕をもって提案を行うとともに、具体的な事項の協議に当たっては、国と地方とが真に実効ある協議を行うため、分科会や各府省と地方との協議等の積極的な活用を図るなど、多様な地方からの意見を反映できるようにすること。
	また、改革に伴う関連法令の整備や事務・権限の移譲等に当たっては、十分な時間的余裕の確保や情報提供など適切な措置を講じるとともに、事務を円滑に実施するために必要となる財源の確保と専門的な人材育成等の仕組みを構築すること。
	また、都市自治体が行う住民生活に直結した行政サービスの財政需要の急増と多様化に迅速かつ的確に対応できるよう、一般財源を充実確保する観点から、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること。

	また、新たな大都市制度の創設など、多様な大都市制度の実現を図ること。
	また、過疎が進む地域の実態を踏まえ、認可地縁団体の構成員要件を見直すこと。
	また、地方固有の財源である地方交付税を国の政策誘導手段として利用するなどにより、国による一方的な地方公務員給与削減要請を行わないこと。
	また、人的体制整備のための支援策を講じるとともに、システム改修等の準備経費を含め、都市自治体に新たな負担が生じないようにすること。
	さらに、地方議会議員年金制度の廃止に伴う経費など、国の施策によって生じる負担は、全額国費で措置すること。
	社会保障・税番号制度の円滑導入のための地方自治体支援等
	特に、システム導入及び改修に係る経費については、国の算定基準に基づく補助対象事業費を超える部分についても、地域の実態に即し確実に財政措置を講じること。
	また、休日開庁等におけるシステムの対応について検討すること。
	また、民間事業者における特定個人情報の適切な取り扱いについて、国による周知徹底を図ること。

	情報化施策の推進と地上デジタルテレビ放送移行後の
	また、難視聴対策として整備したケーブルテレビ事業への財政措置等を行うとともに、新たに難視聴世帯が認められたときには、共聴施設新設及び個別受信対策に係る支援措置を講じること。

	安全対策の充実強化等に関する提言
	また、拉致の可能性が排除できない特定失踪者について、全容解明に向けて調査を徹底するとともに、拉致認定基準の見直しを行うこと。
	さらに、政府は、拉致問題解決の折には、拉致被害者に代わって北朝鮮に対して損害賠償請求する意思を持って取り組むこと。
	また、騒音被害等が解消されるまでの間についても、騒音測定器の客観的数値による騒音の状況などを踏まえ、騒音や安全性に対する住民の不安を軽減するために必要な措置を速やかに講じること。
	さらに、オスプレイの安全性について、国が責任を持って住民に説明するとともに、飛行訓練については、関係する自治体に十分な説明を行い、その自治体の意向を十分に尊重すること。
	また、国・地方を挙げた総合的なセーフティネットの構築について、積極的な検討を進めること。
	また、危険ドラッグ等の危険性・有害性について国民への啓発を強化すること。

	合併市町村の振興等に関する提言
	２．合併特例債について

	過疎対策等の推進に関する提言
	住民基本台帳及び戸籍制度等の改善等に関する提言
	また、居所不明者の中には海外へ出国するケースがあることから、入国管理局への出入国記録の照会項目等の改善を図ること。

	定住外国人施策の充実に関する提言
	人権擁護の推進等に関する提言
	また、国の委託啓発事業について、委託対象の拡充等、都市自治体の要望を踏まえた制度の充実と委託費の適切な措置を講じるとともに、地方自治体が実施する事業について、必要かつ十分な予算措置を講じること。
	また、事業者が行うマンション開発の候補地調査等においては、人権に配慮したものとなるよう適切な措置を講じること。

	北方領土の早期返還、竹島に関する啓発活動等
	地籍調査及び統計調査等の推進等に関する提言
	また、市町村別の調査データをデータベースとして公開し、活用しやすいようにすること。
	また、地域住民の理解と協力を得るため、国による広報活動を充実するとともに、統計調査員確保への対策を講じること。
	また、筆界特定制度の活用に伴う事務負担増加に迅速に対応できるよう、必要な措置を講じること。

	選挙制度に関する提言
	また、ＩＣＴの活用による効率化や選挙運動に係る公費負担及び投票時間のあり方等について検討を行い、選挙に係る経費の軽減を図ること。

	郵政事業の維持及び改善に関する提言
	都市税源の充実強化等に関する提言
	地方交付税の総額の確保に関する提言
	１．地方創生への積極的な取組をはじめ、医療・介護等の社会保障、施設の老朽化や防災・減災対策を含めた社会資本整備、地域の人口動態や行政区域の拡大等に伴う新たな対応など、都市自治体の行政運営に必要な財政需要については、単独事業を含め的確に地方財政計画に反映させ、必要な地方交付税総額を確保し、地方交付税の持つ財源調整・財源保障の両機能を強化すること。

	国庫補助負担金改革の推進に関する提言
	１．国庫補助負担金については、地方分権の理念に沿って、国と地方の役割分担を明確化したうえで、真に国が責任をもって負担すべき分野を除き廃止し、税源移譲を行うこと。
	また、地方の自由度の拡大につながらない補助率の引下げや補助対象の縮減等地方への一方的な負担転嫁は断じて行わないこと。
	なお、制度の見直しに当たっては、地方の意見を十分に反映させること。

	地方債等の充実・改善に関する提言
	安定的な地方財政運営の確保等に関する提言
	１．現在、政府等において進められている歳出の見直しにおいては、支出規模の大きさから社会保障や地方財政について重点的に取り組むとしている。地方歳出の大半は法令等に義務付けられた経費であることを十分に勘案し、国の制度や法令の見直しを行わずに地方の歳出を見直すことは断じて行わないこと。
	２．都市自治体は、安定した財政運営と事業の円滑な推進のため、予見可能性の向上が必要であり、国は、地方財政の展望を早期に提示すること。
	６．ＰＰＰ／ＰＦＩ導入については、都市自治体の置かれている状況は多様であり、事業の規模や採算性がそれぞれ異なること、公共投資や公共施設等の性質からみてＰＰＰ／ＰＦＩに必ずしもなじまないものがあること等を踏まえ、都市自治体の自主性に委ねること。

	地方創生の実現に向けた財源の充実に関する提言
	介護保険制度に関する提言
	１．財政運営について

	国民健康保険制度等に関する提言
	少子化対策に関する提言
	保健福祉施策に関する提言
	障害者福祉施策に関する提言
	地域医療保健に関する提言
	国民年金に関する提言
	水道事業に関する提言
	雇用就業対策に関する提言
	廃棄物・リサイクル対策に関する提言
	生活環境等の保全・整備に関する提言
	公立学校施設等の整備に関する提言
	義務教育施策等に関する提言
	東京オリンピック・パラリンピックの開催に関する提言
	まちづくり等に関する提言
	公共事業の充実に関する提言
	都市公園等に関する提言
	治水事業等の推進に関する提言
	下水道に関する提言
	道路整備財源の確保等に関する提言
	雪寒地帯の振興に関する提言
	住宅・建築施策に関する提言
	運輸・交通施策の推進に関する提言
	生活交通の維持に関する提言
	港湾・海岸の整備促進等に関する提言
	観光に関する提言
	農業の振興に関する提言
	林業の振興に関する提言
	水産業の振興に関する提言
	地域経済の活性化に関する提言
	また、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入については、都市自治体の置かれている状況は多様であり、事業の規模や採算性がそれぞれ異なること、公共投資や公共施設等の性質からみてＰＰＰ／ＰＦＩに必ずしもなじまないものがあること等を踏まえ、都市自治体の自主性に委ねること。

	エネルギー施策に関する提言
	地方消費者行政の推進に関する提言

